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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　誘導電力伝達システムの誘導電力受信機であって、
　送信機により送信された電力を受信する受信コイルを含む電力ピックアップステージと
、
　前記電力ピックアップステージに接続される負荷ステージと、
　前記電力ピックアップステージと直列に、独立して制御可能な電圧を提供する様に構成
された電力調整ステージであって、前記直列の電圧は、少なくとも第１振幅と前記第１振
幅とは異なる第２振幅との間で切り替わる、前記電力調整ステージと、
　前記負荷ステージに届けられる前記電力を調整するため、前記電力調整ステージによっ
て提供される独立して制御可能な電圧を制御する様に構成されたコントローラと、
を備えている、誘導電力受信機。
【請求項２】
　請求項１に記載の誘導電力受信機であって、
　前記負荷ステージは、前記電力調整ステージ及び前記電力ピックアップステージの組み
合わせからの電圧を負荷へのＤＣ電圧に変換する様に構成された電力変換ステージを備え
ている、誘導電力受信機。
【請求項３】
　請求項２に記載の誘導電力受信機であって、
　前記電力変換ステージは、ハーフブリッジ整流器又はフルブリッジ整流器であり、又は
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前記電力調整ステージは、キャパシタと並列なハーフブリッジコンバータである、誘導電
力受信機。
【請求項４】
　請求項３に記載の誘導電力受信機であって、
　前記コントローラは、前記電力変換ステージのスイッチングデバイスの導通タイミング
を動的に制御する様に構成されている、誘導電力受信機。
【請求項５】
　請求項３に記載の誘導電力受信機であって、
　前記ハーフブリッジコンバータは、前記受信コイルに誘起されるＡＣ電力信号と実質的
に同期して切り替えられる、誘導電力受信機。
【請求項６】
　請求項３に記載の誘導電力受信機であって、
　前記直列の電圧は、前記電力ピックアップステージからの電圧又は電流に基づき制御さ
れる、誘導電力受信機。
【請求項７】
　請求項４に記載の誘導電力受信機であって、
　前記電力ピックアップステージは、共鳴同調キャパシタをさらに有し、
　前記コントローラは、
　　前記共鳴同調キャパシタの電圧に基づき前記直列の電圧を制御し、
　　前記共鳴同調キャパシタの電圧を２つ以上の閾値と比較し、前記比較に基づき前記ス
イッチングデバイスの前記導通タイミングを決定し、
　　前記直列の電圧を変化させるために、前記閾値が調整され、前記負荷に届けられる前
記電力を変化させて、又は
　　位相基準信号に基づき届けられる前記電力を調整する、ように構成される、誘導電力
受信機。
【請求項８】
　請求項１に記載の誘導電力受信機であって、
　前記直列の電圧は、前記送信機の動作周波数と同じ基本周波数で、周期的に変化する、
誘導電力受信機。
【請求項９】
　請求項１に記載の誘導電力受信機であって、誘導電力伝達を使用する充電マットから充
電するために、セルラ電話に組み込まれる様に構成される、誘導電力受信機。
【請求項１０】
　誘導電力伝達システムの誘導電力受信機を制御する方法であって、
　前記誘導電力受信機のピックアップコイルと直列に、独立して制御可能な電圧を生成し
、負荷ステージに伝送される電力を調整することと、
　前記ピックアップコイルで受信された送信機からのＡＣ電圧を参照して前記直列の電圧
の位相を制御することと、を含む、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、概して、誘導電力伝達システムの負荷に提供される電力を調整することに関
する。
【背景技術】
【０００２】
　ＩＰＴ技術は、多くの開発が行われている領域であり、ＩＰＴシステムは、現在、広範
囲のアプリケーションにおいて種々の構成で使用されている。典型的に、１次側（つまり
、誘導電力送信機）は、交番磁界を生成する様に構成された送信コイルを含んでいる。こ
の磁界は、２次側（つまり、誘導電力受信機）の受信コイルに交流電流を誘起する。受信
機のこの誘起電流は、例えば、バッテリの充電、或いは、携帯デバイスへの電力供給のた
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め、幾つかの負荷に供給され得る。幾つかの例において、送信コイル又は受信コイルは、
共鳴回路を構成するためキャパシタと適切に接続され得る。これは、対応する共鳴周波数
において、電力スループット及び効率を増加させることができる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明は、ＩＰＴ受信機の負荷に提供される電力を調整する改良された装置及び方法を
提供、或いは、少なくとも公衆に役に立つ選択を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　例示的な実施形態によると、誘導電力伝達システムの誘導電力受信機が提供され、誘導
電力受信機は、
　送信機により送信された電力を受信する受信コイルを含む電力ピックアップステージと
、
　前記電力ピックアップステージに接続される負荷ステージと、
　前記電力ピックアップステージと直列に等価電圧を提供する様に構成された電力調整ス
テージであって、前記等価電圧は、少なくとも第１振幅と前記第１振幅とは異なる第２振
幅との間で切り替わる、前記電力調整ステージと、
　前記負荷ステージに届けられる前記電力を調整するため、前記電力調整ステージを制御
する様に構成されたコントローラと、を備えている。
【０００５】
　他の例示的な実施形態によると、誘導電力伝達システムの誘導電力受信機が提供され、
誘導電力受信機は、
　受信コイル、キャパシタ及びスイッチを含む電力ピックアップステージと、
　電力調整ステージと、
　前記電力調整ステージのパラメータを範囲内に維持するため、前記スイッチを制御する
様に構成されたコントローラと、を備えている。
【０００６】
　さらに他の例示的な実施形態によると、誘導電力伝達システムの誘導電力受信機を制御
する方法が提供され、方法は、
　前記受信機のピックアップコイルと直列に電圧を生成することと、
　前記ピックアップコイルで受信された送信機からのＡＣ電力と実質的に適合する様に前
記電圧の位相を制御することと、を含む。
【０００７】
　用語"含む"は、様々な司法権のもと、排他的又は包括的な意味とされることが確認され
る。この明細書の目的において、特に述べない限り、この用語は、包括的な意味を有する
ことが意図される。つまり、直接参照している列挙された部品は含まれるが、特定されな
い他の部品又は要素も存在し得ることを意味する。
【０００８】
　この明細書の総ての従来技術への参照は、その様な従来技術が周知技術の部分を形成し
ていると自認したものではない。
【０００９】
　出願書類に部分である添付の図面は、本発明の実施形態を示し、上記本発明の一般的な
記述及び以下の実施形態の詳細な説明と共に、本発明の原理の説明を提供する。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】一実施形態による誘導電力伝達システムの構成図。
【図２Ａ】２つの実施形態による誘導電力受信機の回路構成図。
【図２Ｂ】２つの実施形態による誘導電力受信機の回路構成図。
【図３】基本受信機システムの簡略化したモデル。
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【図４】生成された電圧源を有する受信システムの簡略化したモデル。
【図５】一実施形態による受信機の構成図。
【図６Ａ】電力受信機の制御構成例を示す図。
【図６Ｂ】電力受信機の制御構成例を示す図。
【図７】図６Ａ及び図６Ｂの電力受信機に適用可能な制御構成を示す図。
【図８】図６Ａ及び図６Ｂの制御構成の開始シーケンスのフロー図。
【図９】図７の制御フローのタイミング図。
【図１０Ａ】電力フローを制御するための電流源を生成する受信機の簡略構成図。
【図１０Ｂ】電力フローを制御するための電流源を生成する受信機の簡略構成図。
【図１１】他の実施形態による誘導電力受信機の回路構成図。
【図１２】制御構成図。
【図１３Ａ】ダイオードピーク検出器回路の回路構成図。
【図１３Ｂ】キャパシタ電圧波形を示す図。
【図１４Ａ】レギュレータの切替タイミングを示すタイミング図。
【図１４Ｂ】レギュレータの切替タイミングを示すタイミング図。
【図１４Ｃ】レギュレータの切替タイミングを示すタイミング図。
【図１５Ａ】簡略化した回路。
【図１５Ｂ】図１５Ａの回路に関連する電圧グラフ。
【図１６Ａ】電力受信機の別のフィードバック制御構成例を示す図。
【図１６Ｂ】電力受信機の別のフィードバック制御構成例を示す図。
【図１７】電力フローを制御する位相制御電圧源を構成する受信機の構成図。
【図１８Ａ】図１７の受信機の波形セット。
【図１８Ｂ】図１７の受信機の波形セット。
【図１９】簡略化した受信機のブロック図。
【図２０】受信機の位相ベクトルを示す図。
【図２１】位相遅延角と出力電力との関係を示すグラフ。
【図２２】コントローラの構成図。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　ＩＰＴシステムに関する問題は、負荷に提供される電力量を調整することである。電力
が負荷の電力需要に適応するのに十分であることを確実にするため負荷に提供される電力
を調整することは役に立ち得る。同様に、非効率とならない様に、負荷に提供される電力
が過度にならない様にすることも役に立ち得る。一般的に、ＩＰＴシステムの電力制御に
は送信機側電力制御と受信機側電力制御の２つのアプローチがある。
【００１２】
　送信機側電力制御において、送信機は、典型的には、生成磁界の電力を調整する様に制
御される（例えば、送信コイルに供給される電力を調整することにより）。
【００１３】
　受信機側電力制御において、受信機は、受信コイルから負荷に提供される電力を調整す
る様に制御される（例えば、調整ステージを含めること、或いは、受信機のチューニング
を調整することにより）。
【００１４】
　調整ステージに依存する幾つかの受信機側電力制御システムに関連付けられ得る問題は
、その様な調整ステージは、電力を適切に調整できる様に、エネルギ格納部として動作す
るＤＣインダクタの様な部品を含む必要がしばしばあり、体積の観点で比較的大きくなり
、受信機を、携帯型電子デバイス内に収まり得るサイズに容易に小さくできないことであ
る。
【００１５】
　ＩＰＴシステムで使用される受信機の別の共通する問題は、送信機の動作周波数又は受
信機の共鳴周波数の変動（例えば、負荷又は他の回路パラメータの変化による）が、電力
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伝達の量及び効率に影響することである。
【００１６】
　１つのアプローチは、制御電力フローに誘起電圧を加える様に、ピックアップコイルの
ＡＣ側に電圧を供給する電圧生成機であり得る。しかしながら、生成電圧が、並列３相フ
ルブリッジ回路と１つのキャパシタのみで生成されると、各相電圧は完全に自由に変動で
きない。単一位相解決策にも適用できない。
【００１７】
　図１は、例示的な実施形態による誘導電力伝達（ＩＰＴ）システム１の構成図である。
この図は、ＩＰＴシステムの各部の説明のための一般的な表示を意図し、その詳細は、別
の図により記述される。この図は、アプリケーションに応じた特定の実施形態のために修
正又は補充され得る。ＩＰＴシステムは、誘導電力送信機２と誘導電力受信機３とを備え
ている。
【００１８】
　送信機２は、適切な電源に接続されるコンバータ４を含む。図１において、電源は、Ｄ
Ｃ電源５ａに接続されるＤＣ－ＤＣコンバータ５として示されているが、他の構成も可能
である。コンバータは、非共鳴ハーフブリッジコンバータや、プッシュプルコンバータの
様な特定のＩＰＴシステムに適用される任意の他のコンバータであり得る。コンバータは
、所望の周波数及び振幅の交流電流を出力する様に構成される。コンバータの出力電圧は
、コンバータ、ＤＣ－ＤＣコンバータ又は両方の組み合わせにより調整され得る。
【００１９】
　コンバータ４は、送信コイル６に接続される。コンバータは、送信コイル６が適切な周
波数及び振幅で時間変動する磁界を生成する様に、送信コイル６に交流電流を供給する。
幾つかの構成において、送信コイルは、コンバータの統合部分ともみなされるが、本記述
においては明確化のため、それらを個別に参照する。
【００２０】
　送信コイル６は、特定のアプリケーションに必要な磁界特性及び送信機の特定のサイズ
に応じた、任意の適切な構成であり得る。幾つかのＩＰＴシステムにおいて、送信コイル
は、共鳴回路を構成するため、キャパシタ（図示せず）に接続され得る。複数の送信コイ
ルがある場合、適切な受信コイルに近接する送信コイルのみを励起する様に、複数の送信
コイルは選択的に励起され得る。幾つかのＩＰＴシステムにおいて、２つ以上の受信機に
同時に電力供給することができる。ＩＰＴシステムにおいて、受信機が負荷に提供される
電力を制御する様に構成されている場合（例えば、以下に詳細を記述する実施形態の様に
）、複数の送信コイルは、同じコンバータに接続され得る。これは、各送信コイルを個別
に制御する必要がないので、送信機を簡略化でできる利点がある。さらに、送信コイルに
提供される電力を、結合する受信機の最も高い電力需要に応じたレベルに調整する様に送
信機を構成することも可能であり得る。
【００２１】
　図１は、送信機２内のコントローラ７も示している。コントローラは、送信機の各部に
接続できる。コントローラは、送信機の各部から入力を受信し、送信機の各部が動作する
様に制御するための出力を生成する。コントローラはメモリを含み得る。コントローラは
、ＩＰＴシステムの要求に応じて異なる計算タスクを実行する様にプログラムされたプロ
グラマブルロジックコントローラであり得る。
【００２２】
　受信機３は、電力受信回路８を含み、電力受信回路８は、負荷１０に電力を供給する電
力調節回路９に適切に接続された１つ以上の受信コイルを有する。電力調整回路は、受信
コイルに誘起された電流を負荷に適切な形式に変換する様に構成される。理解されるよう
に、電力受信機３は、電力送信機２からの誘導電力を受信し、電力を負荷に供給する。負
荷は、誘導電力受信機が使用されるアプリケーションに応じた適切な負荷であり得る。例
えば、負荷は携帯型電気デバイスに電力を供給し、バッテリの充電を行い得る。負荷の電
力需要は変化するかもしれず、よって、負荷に供給される電力を負荷の電力需要に適合さ
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せることが重要である。特に、電力は、過剰（非効率になる）とならず、電力需要に適合
するのに十分でなければならない。よって、電力調節回路は、誘導電力受信機３の動作に
必要となり得る総ての回路を含む。電力調節回路は、整流器、レギュレータ、平滑化回路
及び制御回路を含み得る。
【００２３】
　図２Ａは、電力受信機３の例示的な実施形態を示している。受信機の電力受信回路８は
、電力調整回路１１及び共鳴回路１２を含む。共鳴回路１２は、受信コイル１３（インダ
クタコイルとして表示）と共鳴キャパシタ１４とを有する。受信機３は、共鳴回路を有さ
ず、電力受信コイルのみを含み得る。負荷１０は、ＤＣ平滑化キャパシタ１５に接続され
ている。図示する様に、受信機３は、通常の典型的な２次側電力フロー制御構成の様に整
流器の下流側ではなく、整流器（つまり、電力調節回路９）及びコイルの上流側にレギュ
レータ（つまり、電力調整回路）を有している。この新規な構成の利点は、以下の説明に
より明らかになる。
【００２４】
　受信機はコントローラ１６も含む。受信機のコントローラは、誘導電力受信機の各部に
接続できる。受信機のコントローラは、誘導電力受信機の各部から入力を受信し、各部の
動作を制御する出力を生成する様に構成される。受信機のコントローラは、単一ユニット
又は個別ユニットとして実現され得る。受信機のコントローラは、誘導電力受信機の要求
に応じて異なる計算タスクを実行する様にプログラムされたプログラマブルロジックコン
トローラ又は同様のコントローラであり得る（詳細は後述する）。受信機のコントローラ
は、その能力に応じて、誘導電力受信機の様々な側面、例えば、電力フロー（詳細は後述
）、チューニング、受信コイルを選択的に有効、及び／又は、通信といった制御を行う様
に構成される。
【００２５】
　ここで使用する用語"コイル"は、電流が磁界を生成する電気的に導通する構造を含み得
る。例えば、誘導"コイル"は、３次元形状、或いは、２次元平面形状の電気的に導通する
ワイヤであり、電気的に導通する材料は、プリント基板（ＰＣＢ）技術で複数のＰＣＢ"
層"に渡る３次元形状に形成され、２つ以上のコネクション、例えば、センタタップドコ
イルを使用することで３つのコネクションを有する他のコイルに似た形状であり得る。用
語"コイル"が単数形であるか複数形であるかはこの文脈において制限的ではない。アプリ
ケーションに応じて他の構成も使用され得る。
【００２６】
　共鳴回路１２を参照すると、受信コイル１３及び共鳴キャパシタ１４は、直列に接続さ
れる（つまり、共鳴回路は直列共鳴である。）。共鳴回路のコイルは、送信機２が生成し
た時間的に変動する磁界から電力を受信し、ＡＣ出力を生成する。受信コイル及び共鳴キ
ャパシタの値は、受信機の共鳴周波数に影響を与え、受信コイル及び共鳴キャパシタは、
送信機の動作周波数、或いは、任意の他の適切な周波数で共鳴する様に選択され、例えば
、受信機が送信機の周波数から離調すると、受信機でのチューニングによりＩＰＴシステ
ムを同調状態にすることができる。他の事柄も受信機の受信コイル及び共鳴キャパシタの
種別及びサイズ、例えば、受信機や、当該受信機で使用されるデバイスのサイズや、要求
電力に影響を与え得る。
【００２７】
　幾つかの実施形態において、受信機の共鳴回路に含まれる追加のインダクタ及び／又は
キャパシタ（図示せず）を含めることが望ましい。簡略化のため、誘導電力受信機３は、
１つの受信共鳴回路１２を有するものとして示している。しかしながら、他の実施形態に
おいて、複数の受信共鳴回路があり得る。例えば、幾つかの携帯型デバイスにおいて、携
帯型デバイスの異なる部分に受信コイルが配置され得る。その様な受信機の共鳴回路は、
同じ電力調整回路及び電力調節回路に接続され、或いは、多位相システムを提供するため
にインフェーズ又はアウトオブフェーズで駆動される複数のインバータの様な、対応する
受信回路にそれぞれが接続され得る。受信機の共鳴回路及び／又は受信コイルのそれぞれ
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を選択的に有効にすることも可能である。
【００２８】
　共鳴回路１２は、電力調節回路９に接続され、電力調節回路９は、共鳴回路１２からの
共鳴キャパシタ１４と、整流構成に接続された２つの（非対称）電流フローデバイス１８
、１９と、を有する。整流構成は、ハーフブリッジとして示されているが、詳細を以下に
説明する様にフルブリッジの様な他の構成も可能である。このハーフブリッジ実装は、電
力調節回路９が共有されたＡＣ及びＤＣグラウンドを有する様に接続される。明確化のた
め、以下の記述において、通常、共鳴回路１２と並列である非対称フローデバイス１８を
"第１"として参照し、通常、負荷と直列である非対称フローデバイス１８を"第２"として
参照する。
【００２９】
　図２Ａにおいて、非対称電流フローデバイスはダイオードである。ダイオードの位置及
び方向は、電力調節回路９へのＡＣ入力がＤＣ出力を生成するために整流される位置及び
方向である。整流器の非対称電流フローデバイスの総ての例において、例えば、制御スイ
ッチや、任意の適切な非対称電流フローデバイス（ダイオード又は制御スイッチの様な）
の組み合わせがダイオードの代わりに使用され得る。制御スイッチは、ダイオードより改
良されたパフォーマンスを提供できるが、電流の流れを阻止する必要があるとき、オフに
する様に制御されなければならない。使用可能な制御スイッチは、ＭＯＳＦＥＴ、ＩＧＢ
Ｔ又はＢＪＴの様な任意の適切なトランジスタを含む。
【００３０】
　電力受信回路８の電力調整回路１１は、受信機３の電力を調整する様に構成される、２
つの電力制御スイッチ２０、２１と、制御キャパシタ２２と、を有する。明確化のため、
以下の記述において、制御スイッチ２０を"第１"とし、制御スイッチ２１を"第２"とする
。第１及び第２電力制御スイッチ２０、２１は、図示する様にボディダイオードを含むＭ
ＯＳＦＥＴ、ＩＧＢＴ又はＢＪＴの様なトランジスタであり得る。フルブリッジ構成も適
用可能である。電力調整回路１１及び誘導電力受信機３の可能なフルブリッジの形態を図
２Ｂに示し、第３電力制御スイッチ２３と、第４電力制御スイッチ２４と、第３非対象フ
ローデバイス２５と、第４非対称フローデバイス２６と、を有する。フルブリッジ形態の
電力制御スイッチ２０、２１、２３、２４の極性及び接続は、標準的なハーフブリッジ回
路とは異なる。
【００３１】
　電力制御スイッチ２０、２１は、コントローラ１６により制御される。コントローラ１
６は、負荷１０に供給される電流及び電圧を含むことができる、誘導電力受信機３の各部
から入力を受信する様に構成される。コントローラ１６には、入力、又は、他の適切な手
段により、負荷１０の電力要求が提供され得る。コントローラは、負荷１０に提供される
電力を調整する様に電力制御スイッチ２０、２１を制御する。
【００３２】
　上述した様に、誘導電力受信機３が非制御磁界から電力を取り出すことを可能にするた
め、或いは、２つ以上の誘導電力受信機３が同じ磁界から異なる量の電力を取り出すこと
を可能にするため、ＩＰＴシステムは、２次側調整であることが望まれる。２次側調整を
達成する多くの従来の方法の幾つかは非常に簡単であり、幾つかは非常に複雑である。１
つの効果的、かつ、簡易なアプローチは、スイッチモードＤＣーＤＣコンバータと組み合
わされた同期整流器である。このアプローチの欠点は、追加の高電流インダクタ（高負荷
のため）を必要とし、バック変換に関連するスイッチング損失が生じることでる。２次側
調整において、負荷１０が必要な最大又は最小電力を生成しながら、誘導電力受信機３で
の損失を可能な限り低くすることが重要である。電力調節回路９の設計、及び、これを制
御するために使用する方法は、整流器の下流側のレギュレータの必要性を低減させ、よっ
て、外部インダクタの必要性を低減させ、これにより、電力損失を最小化し、誘導電力受
信機３及びＩＰＴシステム１のコストを低減し得る。
【００３３】
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　電力フローを制御するために受信コイル１３と直列に電圧が生成される。電圧源は、（
ハーフブリッジ）電力調整回路１１により生成される。"ハイレールＤＣバス電圧"、又は
、"直列キャンセレーション電圧"とも参照される制御キャパシタ２２の電圧は、負荷１０
への出力電圧とは完全に独立して自由に変動できる。このハイレールＤＣバス電圧は、通
常、共鳴回路での反映された送信機電圧（"オープン回路電圧"又はＶＯＣとしても知られ
る）に比例して変化する。ハイレールＤＣバス電圧は、電力制御スイッチ２０、２１に使
用するスイッチングデバイスの種別に応じて、零や、負の電圧まで下がり得る。電力調整
回路１１はＡＣ電圧を生成するので、このＡＣ電圧の１８０度の位相シフトは、制御キャ
パシタ２２の負電圧と等価である。電力調整回路１１の出力で生成される電圧は、逆極性
である必要はない。０ＶとハイレールＤＣバス電圧との間で変化する矩形波であり得る。
電力調整回路１１の電圧出力は、平均すると送信機の動作周波数と同じ基本周波数で周期
的に変化する波形であり得る。
【００３４】
　図３は、基本的な誘導電力受信機３を簡略化したモデルで示し、送信コイル６の電圧は
、受信コイル１３と直列の電圧源として、受信コイル１３に反映され得る。この電圧は、
"オープン回路電圧"としても知られ、ＶＯＣ３０１と表記される。ＶＯＣ３０１は、回路
の残りから切り離されるときに、受信コイル１３に生じる電圧である。この調整しない例
で、負荷１０への出力電圧は、ＶＯＣ３０１に比例し、負荷１０に流れる電流に少し依存
する。このため、負荷１０での出力電圧は、負荷の変化によって変化し、或いは、送信機
電力又は周波数の変化によって変化し、一定ではない。
【００３５】
　図４は、誘導電力受信機３の概念図である。負荷１０での出力電圧を制御及び調整する
ために、生成電圧４０１が、ＡＣ側（整流前）に生成される。この生成電圧４０１の位相
及び振幅は、ＶＯＣ３０１を完全にキャンセルするため、ＶＯＣ３０１を増強するため、
或いは、その間、つまり、調整するために調整され得る。ＶＯＣ３０１のキャンセルは負
荷１０での最小電力をもたらし、ＶＯＣ３０１の増強は負荷１０での最大電力をもたらす
。よって、負荷１０への出力電圧は、（間接的に）制御され、固定電圧に調整される。第
２電圧源は、種々の方法で生成されることができるが、このための役に立つアプローチと
して、簡易かつ効果的な方法が必要とされる。
【００３６】
　図５は、図２Ａ及び図４に示す誘導電力受信機３の例を示している。電力調整回路１１
の電圧は、負荷１０への出力電圧とは独立して自由に変動しなければならない。電力調整
回路１１の電圧は、反映された送信機の電圧ＶＯＣ３０１に比例し、自由に正（又は負）
の電圧に達しなければならない。ハイレールＤＣバス電圧は、共鳴回路１２の右手側（つ
まり、整流器９）の出力電圧（例えば、およそ５Ｖ）により、通常、駆動されない。左手
側（つまり、電力調整回路１１）の電圧は、変化が可能であるので、右手側電圧は、例え
ば、およそ５Ｖで固定され得る。左手側のハーフブリッジに適切なスイッチング制御を使
用することで、生成電圧の振幅／位相を所望の様に制御することができる。
【００３７】
　誘導電力受信機３の構成は、一見すると、直列同調電力受信回路８がフルブリッジ制御
整流器に直接接続され、整流器のスイッチタイミングが、標準的な同期整流器で使用され
ている通常タイミングから位相シフトした位相制御整流器システムに似ている。しかしな
がら、いくつかの基本的な相違点がある。第１に、位相制御整流器システムにおいて、整
流器の位相は、調整を達成するために変化されるが、本誘導電力受信機３においては、２
つのセクション（電力調整回路１１及び整流器を含み得る電力調節回路９）は、異なる位
相で独立して動作する。これら２つのセクションの位相及び電圧の両方は、互いに独立で
あり、かつ、出力電圧とも独立している。第２に、位相制御整流器システムにおいて出力
電圧を調整するために使用される電圧は、出力電圧自体であり、本発明の誘導電力受信機
３の様に、ＡＣ側で使用される追加の独立した電圧は存在しない。よって、本発明の誘導
電力受信機３は、受信機のＡＣ部に信号を提供することにより、間接的に負荷１０へのＤ
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Ｃ出力電圧を制御することができる。
【００３８】
　多くの従来の調整アプローチは、中間電圧（出力電圧とは独立して自由に変化する）を
生成し、それを直接調整（スイッチモードコンバータ又は簡易ＬＤＯにより）して、制御
された出力電圧を生成する。本発明の誘導電力受信機３も、電力調整回路の内部で、中間
電圧を生成するが、中間電圧を、直接使用する必要はない。代わりに、中間電圧をＡＣ部
にフィードバックし、出力電圧を間接的に制御（調整）する。負荷１０への出力電圧を間
接的に制御するこの中間電圧は、出力電圧を用いて生成され得る（しかしながら、そのた
めには追加の損失が生じ、追加の部品が必要となる。）。一方、位相制御整流器システム
において、中間電圧は、出力電圧自体であり、完全に制限される。独立制御電圧が、同じ
ＡＣ源から生成され、フィードバックされる。この独立制御電圧は、電力制御スイッチの
スイッチングに適用する正確な位相又はタイミングの自然な結果として確立され得る。ス
イッチングのために使用され、電力制御スイッチ２０、２１を含むハーフブリッジは、同
様の機能を達成する他のものに取り換えることができる。
【００３９】
　一実施形態において、制御システムは、位相ロックループではなく、電流ロックループ
であり得る。つまり、位相基準信号の様なフィードバック信号は、受信コイル１３のピー
ク電流である。これは、ＤＣ平滑化キャパシタ１５及び負荷１０の組み合わせへのピーク
電流と同じである。ＤＣ平滑化キャパシタ１５へのこのピーク電流は、負荷１０への平均
電流に関連する。受信コイル１３のピーク電流の値は、負荷１０への平均電流と、ほほ線
形の関係がある。
【００４０】
　図６Ａ及び図６Ｂは、電力受信機３の制御構成例を示し、図７は、この制御構成の制御
フローを示し、図８は、同様の制御構成の開始シーケンスを示し、図９は、この開始シー
ケンスのタイミング図を示している。これら図において、
ステップ１　ブートストラップ―回路はダイオード整流を介する調整を開始する。これは
、無線ＲＸ回路の開始処理である。
ステップ２　ダイオード整流―これは、ダイード整流フェーズであり、ロジック制御サブ
システム及びゲートドライバに初期電力を供給する。
ステップ３　ロジック制御―ダイオード整流が開始すると、電力はロジック制御部に供給
される。負荷電流が測定され、低負荷調整でダイオード整流が継続される。負荷がある値
に達すると、ロジック制御は、同期整流を開始する。
ステップ４　同期調整制御―図６Ａ及び図６Ｂ並びに図７を参照すると、測定出力電圧（
ａ．）、タンクエネルギ゛（ｃ．）及び／又は制御側電圧（ｄ．）に基づき、切替時間（
ｂ．）がフィードバック制御ループ（ｅ．）を介してスイッチング時間（ｂ．）が制御さ
れる。
【００４１】
　この例に基づく１つの可能な制御方法は以下の通りである。
１．　　　開始シーケンス：
ａ．　　　ダイード整流により電力を供給するために使用されるブートストラップ回路
ｂ．　　　ロジック制御サブシステムで最小電圧に達すると、通常の調整が開始できる
２．　　　通常調整動作：
ａ．　　　スイッチタイミングの基準電流を生成するために出力電圧を使用
ｉ．　　　出力電圧を測定
ｉｉ．　　コントローラに値をフィードバック（例えば、ＰＩＤフィードバックループ）
ｉｉｉ．　コントローラが基準電流を生成
ｂ．　　　生成された基準電流に基づきレギュレータのスイッチタイミングを制御
ｉ．　　　（瞬時）コイル電流と基準電流の継続比較
ｉｉ　　　以下のいずれかの場合に制御ＦＥＴからの出力を反転
１．　　　コイル電流が基準を超える。
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２．　　　予め定義されたタイムアウト時間に達する。
ｉｉｉ．　（瞬時）コイル電流とニゲート基準電流の継続比較
ｉV.　　　以下のいずれかの場合に制御ＦＥＴからの出力を反転
１　　　　コイル電流がニゲート電流を下回る、
２．　　　予め定義されたタイムアウト時間に達する
ｖ．　　　繰り返し（３ａに戻る）
【００４２】
　この制御方法の実質的な部分は、アナログ回路で実装され、非常に高い周波数でのサン
プリングは必要ではなく、正確なタイミングを達成できる。
【００４３】
　調整制御は、瞬時電流に基づく必要はなく、同調回路からの変動、つまり、共鳴回路の
エネルギに基づくものとすることもできる。
【００４４】
　さらに、図６Ａ及び図６Ｂにおいて、
・Ｃｌｋ＝４０ＭＨｚ
・Ｆｓ＝１２０ｋＨｚ
・ＡＤＣ＿ｒｓｔ／ｒｅａｄ＿ｓｔａｒｔ　各１ＫＨｚパルス　ハイ（幅は、電流ミラー
の時定数ＲＣで決定）
・ａｄｃ＿ｒｓｔ　パルスがハイでＡＤＣが再開。ａｄｃ＿ｒｓｔは、電流ミラーのＲＣ
時定数が５＋τになるまでハイを維持
・ａｄｃ＿ｒｓｔ　電流ミラーのＡＤＣが電圧を上昇させている間、オンになりカウンタ
を開始。Ｖｏｕｔ／２になると、パルス生成を停止し、ＰＩ制御で生成電圧を比例させる
。
・ＰＩ制御器への入力としてカウント×２を使用
・Ｖｒｅｆ－Ｖｍｅａｓｕｒｅｄ＝誤差
　　・誤差が増加すると、Ｉｒｅｆ＋ｐｗｍのデューティサイクル下げる
　　・誤差が減少すると、Ｉｒｅｆ＋ｐｗｍのデューティサイクル上げる
　　・Ｉｒｅｆ＋、－ではデューティサイクルが反転
【００４５】
　受信機での損失は、受信機のコイル電圧（ＶＯＣ）が変化しても大きくは変化せず、こ
れは、電流が受信機のコイル電圧に拘らないからである。任意のＡＣ（ＩＰＴ）磁界にお
いて、総ての状態において、非常に低損失で、ゼロ電力とフル電力との間のいずれかの電
力を出力することが可能である（同期整流器、同期バック構成と同様）。出力電圧は、追
加のレギュレータ（例えば、スイッチモードコンバータ／ＬＤＯ）なしに、適格かつ効率
的な方法で、間接的に制御されるので、比較的に抵コスト、かつ、低損失となり得る。さ
らに、実装は、追加のキャパシタのみを必要とし、追加のインダクタ（ピックアップコイ
ルのインダクタのみがある）を必要としない。スイッチング要素は、０Ｖから磁界内のイ
ンダクタのＶＯＣに比例する電圧までを処理することのみが必要である（高いＱで動作す
るときでさえ、非常に高い共鳴電圧は、いずれもスイッチでも観測されない）。例えば、
磁界が完全に合理的な範囲に制限されると、本発明の受信機は、総ての電圧を２０Ｖ未満
としながら広範囲な負荷に対して５Ｖ出力で動作でき、ＡＳＩＣ実装のために望ましい。
【００４６】
　電流フローは、通常、連続的であり（低い負荷／電流条件が存在）、それは、出力電流
は合理的な抵電流で達成でき、短い高パルス電流を有さないことを意味する。最小数の高
電力部品（ＦＥＴ／スイッチ）が使用され、制御回路は、ＡＳＩＣで実現できる。例えば
、ハーフブリッジ実装は、４スイッチのみ、又は、２スイッチと２ダイオードのみを必要
とし、フルブリッジ実装は、６スイッチのみ、又は、２スイッチと４ダイオードのみを必
要とする。さらに、実装は、非常に少ないＩＣピンで達成できる。例えば、ハーフブリッ
ジ実装は、潜在的に、４ピンのみを必要とし、ＬＣタンクに加えて２つのキャパシタを必
要とする。
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【００４７】
　一実施形態では非共鳴であり（つまり、任意周波数で等しく動作）、共鳴システムと同
じピーク電力伝達を達成する。ＩＰＴシステムは、ＡＣ信号（磁界）を生成し、それをＤ
Ｃに整流して戻すので、実際に他のＤＣ－ＤＣコンバータに似ており、よって、実施形態
は、ＤＣ－ＤＣコンバータを生成するために使用され得る（無線電力伝達部品無しで）。
【００４８】
　特定の部品／モジュールは、基本的には等価／同様である多くの異なる方法で接続され
得る（例えば、中央にＬＣタンクを有するスプリットフルブリッジとして構成された平衡
／不平衡キャパシタ／直接接続された２つのハーフブリッジとその後のＬＣタンク）。実
施形態は、ハーフブリッジ整流器、フルブリッジ整流器、同期／非同期整流器、及び、Ａ
ＣをＤＣに変換する任意形式の整流器の任意の組み合わせを使用して実現され得る。イン
バータは、反転して動作するとき整流器（ＡＣからＤＣ）として動作できる任意形式のイ
ンバータ（ＤＣからＡＣ）である。代わりに、任意の整流器は、インバータ／整流器、つ
まり、一方ではインバータとして機能し、他方では整流する、と同じ効果を達成する任意
形式のインバータと組み合わせることができる。機能は、整流器部分（例えば、同期整流
器）にスイッチを使用することによって改良され、エネルギを制御側に意図して供給する
整流器とは異なる様に、これらスイッチを制御する（エネルギが意図せず出力電圧を増加
させることを防ぐため）。
【００４９】
　整流器を含む総ての部分にスイッチング部品を使用することによっても、コイルが通常
生成する電圧より高い出力電圧にブーストすることが可能である。スイッチを整流器のダ
イオードの代わりに使用すると、より多くのことを行うことができる（そして、これは、
システムを総ての条件下で意図通りに動作及び調整させるためには実際に必要であり得る
。）。"整流器"ステージのダイオードの代わりに（或いは、組み合わせて）スイッチング
デバイスを使用すると、より損失の低い同期整流を達成できる。同期整流において、スイ
ッチグデバイスは、ダイオードが通常導通している様に、コントローラによって、同じタ
イミングに導通する様に制御される。しかしながら、これらのスイッチングデバイスのタ
イミングを、異なる効果を有する多くの他の方法で制御することも可能である。
【００５０】
　特に、スイッチングデバイスのタイミングを動的に早める、或いは、遅らせる利点があ
り、その結果、"整流器"ステージは、もはや簡易な整流器ではなく、むしろ、位相制御イ
ンバータ／整流器となる。この場合、整流器の総てのスイッチングデバイスを動作させる
タイミングは、整流器の出力に流れる電力量を制御するため、通常の同期整流器のタイミ
ングから早められ／遅らせられる（総てを実質的に同じ量だけ）。
【００５１】
　導通タイミングを動的に制御するアプローチでは、正弦波ＡＣ電流が整流器に入力され
ることを想定し、
・　整流器入力から出力への電力の最大伝達は、スイッチングデバイスが同期整流器とし
て動作するときに生じ、
・　整流器出力から入力への電力の最大伝達は、スイッチングデバイスが整流器入力電流
に基づく同期整流器のタイミングに対して１８０度だけ早い／遅いときに生じ（つまり、
反転同期整流器）、
・　整流器入力から出力（及び、その逆）への電力の零伝達は、スイッチングデバイスが
整流器入力電流に基づく同期整流器のタイミングに対して９０度だけ早い／遅いときに生
じ、
・　他の早い／遅い位相角での入力から出力への電力伝達のレベルは、零と最大電力との
間で変化する。
【００５２】
　ＩＰＴ受信機の整流器（又は、同期整流器）の通常動作において、平均的な出力電力は
、平均的なピックアップコイル電流に直接関連する。しかしながら、上述した位相制御ア
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プローチは、ピックアップコイルの電流とは独立して出力電力を制御することを可能にし
、極端な負荷及び／又は結合状態の下での効果的な電力フロー制御を提供するのに得に役
に立つ。
【００５３】
　さらに、単一のアンタップドコイルを使用できるが（そして、これは有益である。）、
中央でタップされたコイルや、任意の他の形式の磁界結合コイルを使用できる。このアプ
ローチに関する他の利点がある（つまり、一次側ピックアップコイルのＶＯＣより低い電
圧で動作させることができる。）。
【００５４】
　受信機は、直列同調構成の電圧で動作する様に構成される。しかしながら、図１０Ａに
示す並列同調システムの電流も使用できる。この場合、電流源は、並列同調受信コイル１
３と並列に生成される。さらなる変形が図１０Ｂに示される。この例において、制御可能
電流源は、並列同調受信コイル１３と直列に接続される。電流源は、大きなＤＣインダク
タ１００１と、修正されたハーフブリッジ回路と、を備えている。ハーフブリッジのスイ
ッチの極性及び接続は、標準的なハーフブリッジ回路とは異なる。ハーフブリッジを正確
にスイッチングすることにより、大きなＤＣインダクタ１００１を介して流れる電流は、
電力受信回路８に、又は、電力受信回路８の外に流し、或いは、フリーホイールにするこ
とができ、よって、電力受信回路８をバイパスすることができる。誘導電力受信機３の残
りの部分に対する、修正されたハーフブリッジ回路の中のスイッチの位相のタイミングを
とることで、ＤＣインダクタ１００１の出力電圧及び／又は電流フローを制御できる。
【００５５】
　図１１は、電力受信機の別の回路１１００である。この場合、上述した整流器のハーフ
ブリッジ構成は、整流器の１つの入力にその出力が接続され（つまり、整流器の第１及び
第２スイッチＱ１とＱ２の間）、浮いているレギュレータ１１０４を備えたフルブリッジ
整流器／インバータ１１０２に置換され、直列の同調ピックアップ１１０６は、レギュレ
ータ入力及び他の整流器入力（つまり、整流器の第３及び第４スイッチＱ３とＱ４の間）
に接続され、負荷１１０８は、整流器出力及びグラウンドに接続される。
【００５６】
　レギュレータ１１０４は、ハーフブリッジインバータであり、上述した様に、直列同調
ピックアップ１１０６と直列の電圧を提供する様に制御される。レギュレータは、代わり
に、アプリケーション要求により、制御可能な直列電圧を提供する異なる回路により実装
され得る。
【００５７】
　フルブリッジ整流器を利用することで、ＩＰＴシステムの受信機及び送信機間での結合
効率の増加を提供する。しかしながら、出願人は、フルブリッジ構成は、本発明により提
供されるＡＣ側電力フロー調整の効果的かつ信頼のある動作を確実にするため、特定の制
御戦略が必要であることを発見した。これら制御戦略は、ハーフブリッジ実装にも適用可
能である。フルブリッジ整流器は、さらなる効率の改善のために同期して駆動され得る。
【００５８】
　図１２は、図１１のレギュレータ１１０４及び整流器／インバータ１１０２の制御戦略
１２００を示している。ピックアップエネルギのための比例－積分－微分（ＰＩＤ）コン
トローラ１２０２は、出力電圧から負荷１１０８への電圧誤差を取得し（例えば、約５Ｖ
ＤＣである目標電圧と比較することで）、ピックアップエネルギの目標値を生成する（ピ
ックアップ回路のインダクタ１１１０、インダクタ１１１０及びキャパシタ１１１２の直
列同調共鳴回路の電流目標値）。タイミングＰＩＤコントローラ１２０４は、ＰＩＤコン
トローラ１２０２からピックアップエネルギ誤差（コイル電流誤差）を取得し、レギュレ
ータ１１０４のスイッチタイミングの調整値を生成する。例えば、ピックアップエネルギ
が目標値より小さいと、レギュレータ１１０４の電圧は、ゲート駆動タイミングを早くす
る／遅くすることにより低減され、逆も同様である。
【００５９】
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　レギュレータ１１０４のスイッチタイミングを、ＰＩＤコントローラ１２０２が直接制
御することも可能、つまり、タイミングＰＩＤコントローラ１２０４をバイパスさせるこ
とも可能であるが、追加のタイミングＰＩＤコントローラ１２０４のステージは、制御さ
れるピックアップの電流が不安定になることを防ぐことを可能にする（例えば、電流が非
常に速く変化、或いは、低くなりすぎた時）。タイミングＰＩＤコントローラは、整流器
１１０２のゲート駆動タイミングを制御するためにも使用され得る。
【００６０】
　ピックアップエネルギは、以下の式（１）により計算される。
Ｅ＝１／２ＬｐｕＩｐｋ

２＝１／２ＣｔｕｎｅＶｐｋ
２　　　（１）

ここで、Ｌｐｕは、ピックアップコイル１１１０のインダクタンスであり、Ｃｔｕｎｅは
、同調キャパシタ１１１２のキャパシタンスである。つまり、コイル電流は、キャパシタ
電圧により判定され得る。ダイオードピーク検出回路は、キャパシタ電圧の測定に使用さ
れるが、高速サンプリングＡＤＣを、各サイクルのピーク電圧測定に使用することもでき
る。図１３Ａは、例示的なピーク検出回路を示し、図１３Ｂは、例示的なキャパシタ電圧
波形を示している。
【００６１】
　タイミング生成器１２０６は、直列同調ピックアップ１１０６の電圧／電流に基づきレ
ギュレータスイッチのゲート駆動タイミングを生成する。理想的には、タイミングは、閾
値電圧を生成して同調キャパシタ１１１２の電圧に適用することに基づき生成されるが、
他のオプションはコイル電流である。
【００６２】
　図１４Ａは、同調キャパシタ電圧と比較され、タイミング生成器１２０６で生成された
正及び負の閾値を示している。＋Ｔｈｒｅｓｈは、キャパシタ電圧が正の閾値を超えてい
ることを示す信号であり、－Ｔｈｒｅｓｈは、キャパシタ電圧が負の閾値を超えているこ
とを示す信号である。＋Ｔｈｒｅｓｈの立下りエッジと－Ｔｈｒｅｓｈの立ち上がりエッ
ジは、ゲート駆動信号を生成するために使用される。
【００６３】
　正及び負の閾値の相対値は、タイミングを早めるか遅くするかに影響する。図１４Ｂは
、タイミングを早めることでレギュレータ電圧（ｖＣｔｒｌ）が増加することを示し、図
１４Ｃは、タイミングを遅くすることでｖＣｔｒｌが減少することを示している。代わり
に、回路１１００は、タイミングを早めることでｖＣｔｒｌが減少し、タイミングを遅く
することでｖＣｔｒｌが増加する様に構成することもできる。
【００６４】
　図１５Ａ及び図１５Ｂは、レギュレータ１１０４の電圧がどの様にコイル電流に影響す
るかを示している。この理想的な例において、図１５Ｂのレギュレータ１１０４の電圧は
、ピックアップステージに誘起された電圧と同相であり、その結果、大きさは効果的に加
算される。図１５Ｂの電圧は矩形波として示されているが、正弦波誘起電圧でも同様に効
果的に動作する。
【００６５】
　安定制御ＰＩＤコントローラ１２０８は、タイミング生成器１２０６の閾値を制御する
。デューティサイクルが５０％より大きいと、タイミング生成器の閾値は、デューティサ
イクルを減少させるために増加され、逆も同様である。開示する制御戦略を実現する制御
システムは、複雑なプログラマブル論理制御デバイス（ＣＰＬＤ）でも実現され得る。
【００６６】
　図１６Ａ及び図１６Ｂは、レギュレータ１１０４及び整流器１１０２のＰＷＭゲート信
号を決定するフィードバックコントローラのより詳細な実装を示している。ＰｉｄＣｏｎ
ｔｒｏｌ１は、ピックアップエネルギ制御ＰＩＤ１２０２の例示的な実装を示している。
ＰｉｄＣｏｎｔｒｏｌ２は、タイミング制御ＰＩＤ１２０４の例示的な実装を示している
。ＰｉｄＣｏｎｔｒｏｌ３は、安定制御ＰＩＤ１２０８の例示的な実装を示している。Ｒ
ｅｃＲｅｃｔＣｎｔｒｌは、ＲｅｃｔＬｏｇｉｃ及びＺｅｒｏＣｒｏｓｓＬｏｇｉｃそれ
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ぞれに格納されたアルゴリズムを実行する。これは、整流器の同期スイッチング、及び／
又は、整流器の零電圧スイッチング（ＺＶＳ）を含み得る。
【００６７】
　図２Ａを再度参照し、電力調整回路１１により生成される電圧と誘導電力受信機３の他
の部分の電圧又は電流との位相関係は、負荷１０への出力電力を調整するために制御され
得る。代わりに、電力調整回路１１は、電流源である様に構成され、電力調整回路１１に
より生成される電流の位相は、負荷１０への出力電力を調整するために、誘導電力受信機
３の残りに対して制御され得る。
【００６８】
　電力調整回路１１と誘導電力受信機３の残りとの間の位相関係が、負荷１０への出力電
力を調整するために制御される場合、ハイレールＤＣバス電圧又は電力調整回路１１内の
他の電圧及び電流は、ＶＯＣの値、負荷１０に流れる電流、コントローラ１６による電力
調整回路１１と誘導電力受信機３の残りの部分との間の位相設定といった、そのときの特
定のシステムパラメータの結果として、任意値に自由に変化することができる。代わりに
、ハイレールＤＣバス電圧及び電力調整回路１１の相対位相は、同時に制御され得る。例
えば、ハイレールＤＣバス電圧は、追加のＤＣ－ＤＣコンバータを使用して特定値に維持
され、或いは、ダイオード又は他の幾つかの回路を介して、負荷１０に現れる出力電圧に
直接接続され得る。しかしながら、これは、複雑さを追加し、非効率となる。
【００６９】
　図１７は、負荷１０での出力電圧を制御するために位相制御電圧を生成できる誘導電力
受信機３を示している。生成電圧１７０１は、電力調整回路１１の出力として示されてい
る。この例において、整流器入力電圧１７０２は、電力調整回路１１をスイッチングする
位相基準として使用される。整流器入力電圧１７０２は、電力調節回路９への入力として
現れる。この例において、誘導電力送信機２から受信コイル１３に誘起された電圧ＶＯＣ

１７０３は、受信コイル１３と直列な電圧源としてモデル化される。電流調節回路９は、
同期整流のために構成されたＮＭＯＳ電界効果トランジスタであり、フルブリッジ構成に
配置される、４つの非対称フローデバイス１７０４、１７０５、１７０６、１７０７を有
する。
【００７０】
　図１７の誘導電力受信機３の電圧波形のセットを図１８Ａに示す。生成電圧１７０１及
び整流器入力電圧１７０２の軌跡が示され、後者は、前者の制御のための基準位相として
使用される。生成電圧１７０１の平均は正であるが、共鳴キャパシタ１４は、ＤＣ電圧を
ブロックすることもでき、よって、生成電圧１７０１と直列の共鳴キャパシタ１４の実際
の効果は、零電圧の平均電圧である。生成電圧１８０１の立ち上がりエッジ及び整流器入
力電圧１８０２の立ち上がりエッジも示されている。位相遅延角θ１８０３は、コントロ
ーラ１６により制御される。位相遅延角θ１８０３は、より正確には"位相前進角"として
参照されるが、図示の関係で、ここでは、位相遅延角θ１８０３との用語を使用する。図
１８Ｂは、第１電力制御スイッチ２０の第１ゲート駆動電圧ＶＧＳ１８０４と、第２電力
制御スイッチ２１の第２ゲート駆動電圧ＶＧＳ１８０５と、をさらに含む。
【００７１】
　整流器入力電圧１８０２の立ち上がりエッジは、位相基準信号であり、生成電圧１８０
１の立ち上がりエッジ後に生じるので、前者を、後者をトリガするために直接使用するこ
とができない。代わりに、コントローラ１６は誘導電力送信機２の動作周波数を知ってい
る、或いは、測定できるので、整流器入力電圧１８０２の任意の立ち上がりエッジが与え
られる瞬間は、前回のエッジが生じたときに対して時間遅延２πを加えることで予測でき
る。代わりに、整流器入力電圧１７０２の立下りエッジが、生成電圧１７０１の立ち上が
りエッジのトリガとして使用され、或いは、立ち上がりエッジが立下りエッジのトリガと
して使用され得る。
【００７２】
　図１９は、電力調整回路１１を使用し直列の電圧を生成することで、電力調節回路９へ
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の入力電圧を調整する誘導電力受信機３の簡略化した回路を示している。直列に接続され
たＶＯＣ１７０３及び電力受信回路８も示している。この例の電力受信回路８は、直列接
続された受信コイル１３と、共鳴キャパシタ１４と、等価直列抵抗１９０１と、を有する
が、他の構成も可能である。受信電力回路８に生じる電圧は、ＶＬＣＲ１９０２である。
この電圧は、等価直列抵抗１９０１に流れる電流によるものであり、任意のハーモニック
電圧及び任意の無効電圧が、電力受信回路８の調整ずれにより生じるかもしれない。電圧
は、矩形波の結果であり、ＩＰＴシステム１のサイン波の結果ではない。
【００７３】
　図２０のフェーザ図は、誘導電力受信機３が、整流器入力電圧１７０２と生成電圧１７
０１との間の位相オフセットを使用して制御されたときのものであるが、図は、他の位相
基準源と電圧又は電流源にも適用可能である。この図において、基本周波数成分、例えば
、１１０ｋＨのみが示されている。ループ内の総ての電圧の和は零になるため、整流器入
力電圧１７０２、生成電圧１７０１及びＶＬＣＲ１９０２のベクトル和は、ＶＯＣ１７０
３に等しくなる。送信コイル６と受信コイル１３が固定磁界で結合し、送信コイル６の出
力電圧が固定されると、ＶＯＣ１７０３は、略一定に保たれる。
【００７４】
　図２１は、出力電力と位相遅延角θ１８０３の関係を示すグラフである。このグラフは
、負荷１０の出力電圧とＶＯＣ１７０３が一定値である間に負荷１０の抵抗が変化したこ
とを想定している。グラフから明らかな様に、位相遅延角θ１８０３が増加すると、出力
電力は、非理想的な部品のプロパティのみに制限されて高い値に増加する。逆に、位相遅
延角θ１８０３が減少すると、出力電力は零へと低下する。この関係は、位相遅延角θ１
８０３が零から９０度の範囲内であるときのみ有効である。９０度より大きい位相遅延角
θ１８０３では、異なる様に動作する。
【００７５】
　図２２は、負荷１０への出力電圧を制御するために位相遅延を使用するコントローラ７
の制御ダイアグラムである。電圧設定ポイント２２０１が提供され、これは、電気電圧基
準、或いは、マイクロコントローラ内に格納された値といった任意形式であり得る。電圧
設定ポイント２２０１は、差動増幅器２２０２を使用して、負荷１０の出力電圧の測定値
と比較される。出力電圧の測定は、電圧計２２０３が行う。比例－積分－微分（ＰＩＤ）
コントローラ２２０４が、位相遅延角θ１８０３の所望の値に対応する信号を生成するた
めに使用される。この例では、ＰＩＤコントローラ２００４が使用されるが、比例－積分
（ＰＩ）コントローラや、利得スケジュールドＰＩＤコントローラや、非線形コントロー
ラや、他のタイプのコントローラも使用され得る。ＰＩＤコントローラ２２０４からの出
力は、タイミング生成器２２０５に提供される。この回路ブロックは、電力調整回路１１
及びオプションとして電力調節回路９へのゲート駆動タイミング信号を生成する。電力調
節回路９は、同期整流のためのスイッチを有するかもしれず、同期整流器として駆動され
ることに加えて、出力電圧をさらに制御するために他のスイッチタイミングで駆動され得
る。例えば、電力調節回路９のスイッチタイミングを変化させることで、ＩＰＴシステム
１の動作条件の遷移に追随して、負荷１０への出力電圧が所望電圧に収束するまでの時間
を低減させることができる。タイミング生成器２２０５は、位相基準２２０６から１つ以
上の位相同期信号を使用する。位相基準は、誘導電力受信機３の１つ以上の部分の測定を
、その出力を生成するために使用できる。例えば、図に示す様に、整流器入力電圧１７０
２、整流器入力電流、或いは、電力受信回路８又は誘導電力受信機３の他の測定電圧、若
しくは、測定電流の組み合わせを使用することができる。
【００７６】
　幾つかの場合、生成電圧１７０１が大きすぎると、誘導電力受信機３が不安定になるこ
とが観察される。大きな生成電圧１７０１は、軽負荷１０又は過度のＶＯＣ１７０３の結
果として発生し得る。誘導電力受信機３が不安定になると、負荷への出力電圧１０は、正
及び／又は負に振れ、調整範囲外になり得る。さらに、誘導電力受信機３内の他の部品の
定格電圧及び電流や、誘導電力送信機２の定格を超えるかもしれない。この現象は、総て
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の種類の誘導電力受信機３に影響を与えるが、誘起電圧ＶＯＣ１７０３又は誘起電流と反
転した電圧又は電流を生成する電力調整回路１１で特に問題となり得る。
【００７７】
　誘導電力伝達システム３の安定性を改良する可能な解決策は、電力調整回路１１が、負
荷１０への出力電力を制御するために生成する必要がある電圧又は電流量を減少させるこ
とである。これを達成する効果的な方法は、電力制御回路１１により既に提供されている
細かな調整に加えて、粗い調整方法を提供することである。この様に、余りにも粗く、遅
いレギュレータタイプ、又は、無線電力受信機３に不適切なレギュレータタイプが使用さ
れ得る。
【００７８】
　誘導電力受信機３に粗い調整を提供する、効果的であるが簡易な方法は、電力受信機８
を選択的にチューン又はデチューンすることである。これは、電力受信回路８の部分に対
して直列又は並列にリアクタンスを追加・除去することでなされ得る。図２３はこの例を
示し、スイッチ可能キャパシタ２３０１が、コントローラ７により制御されるスイッチ２
３０２と直列に接続されている。このスイッチ可能キャパシタ２３０１は、受信コイル１
３及び共鳴回路１４と組み合わされて可変リアクタンスとして動作し得る。スイッチ２３
０２がコントローラ７によりオンにされると、スイッチ可能キャパシタ２３０１が回路に
加えられ、スイッチがオフにされると、スイッチ可能キャパシタ２３０１が取り除かれる
。スイッチ可能キャパシタ２３０１は、典型的には、誘導電力送信機２の動作周波数より
大変低い周波数でスイッチされ、いくつかの状態では、数分以上、所定状態にとどまり得
る。１つ以上のスイッチ可能キャパシタ２３０２が、粗い調整システムを達成できる設定
点の異なる数を増加させるために使用され得る。
【００７９】
　スイッチ２３０２の状態を変化させるべきときをトリガするために、幾つかの異なる回
路パラメータが使用され得る。例えば、ハイレールＤＣバス電圧のサイズ、或いは、位相
遅延角θ１８０３が使用され得る。代わりに、図１９のベクトルが、誘導電力受信機３の
動作状態についての追加の情報を提供するために使用され、スイッチ２３０２の状態を変
化させるときをコントローラ７が判定することを助けることができる。
【００８０】
　スイッチ２３０２がオフであるとき、故意に同調状態にさせない様に、電力受信回路８
を設計する利点があり得る。例えば、スイッチ可能キャパシタ２３０１が回路にないとき
、電力受信回路８は、送信機２の動作周波数より高い周波数に同調され得る。適用される
制御電圧又は電流が零であるとき多くの共通タイプのスイッチがオフ状態であるので、コ
ントローラ７の開始処理の間、多くのタイプのスイッチは、初期状態でオフである。この
様に、電力受信回路８は、同調しない状態で開始し、よって、電力調整回路１１は、安定
状態で開始される。より多くの出力電力が後に必要になると、スイッチ２３０２がオンに
され、スイッチ可能キャパシタ２３０１が回路にもたらされ、電力受信回路８を同調状態
にする。
【００８１】
　誘導電力受信機３は、ロード１０が最大定格電力であるときに最も熱くなり得る。スイ
ッチ可能キャパシタ２３０１が使用中であるとき、電力受信回路８が過度のキャパシタン
スを有する様にする利点があり得る。この過度のキャパシタンスは、負荷１０がより多く
の電力出力を要求すると、電力受信回路８を同調状態にもたらすために除去され得る。こ
のアプローチは、受信コイル１３を流れる電流が最大であるとき、スイッチ２３０２がオ
フにされるので、最大出力電力で、大きな電力損失源にならず、熱を生成しない利点があ
る。
【００８２】
　本発明の実施形態を図示し、詳細に説明したが、出願人は、その様な詳細に添付の請求
項の範囲を制限する意図はない。追加の利点及び修正が当業者には容易に可能である。よ
って、広範囲な態様の発明は、特定の詳細に、提示した装置及び方法、図示した例及び基
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準に限定されない。よって、出願人の一般的な発明概念の精神又は範囲から逸脱すること
無しに、その様な詳細からの変更が可能である。
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